
地方財政の充実・強化を求める意見書 

 

 地方自治体は、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢化が進行する中での

医療・介護などの社会保障への対応、地方交通の維持など果たす役割が拡大してい

る。 

 そうした中で、地方公務員をはじめとした公的サービスを担う人材が限られてい

る中で、新たなニーズへの対応と細やかな公的サービスの提供が困難となっており、

人材確保を進めるとともに、これに見合う地方財政の確立を目指す必要がある。 

 このため２０１９年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、歳入・歳出を

的確に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実と地方財政の確立を目

指すことが必要である。 

 よって、国会及び政府に対して以下の事項の実現を求める。 

 

１ 社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大する

地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を

図ること。 

２ 公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十分な期間の確保

を行うこと。 

３ 自治体の基金残高を、地方財政計画や地方交付税に反映させないこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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